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高校における「いじめ防止能力」の評価に関する研究

藤井義久（岩手大学）
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目 的

文部科学省 の平成 年度調査によると

全国のいじめ認知件数は，小学校 件（前

年度より 件増），中学校 件（前年

度より 件増），高校 件（前年度より

件増）と，すべての校種において大幅増と

なっている。各学校において，いじめに対する早

期対応が進んできたことが，いじめ認知件数の大

幅増加につながってきていると考えられる。しか

し，「いじめ」が起きてから教職員が対応する方式

では，「いじめ」が多発する学校では今後対応が追

いつかなくなってしまうことも想定される。

従って，各学校では，今後，「いじめ」の防止対

策にも積極的に取り組んでいくことが望まれる。

特に いじめ防止の観点から 「いじめ」をしない

させない，止めさせる能力，いわゆる「いじめ防

止能力」を育てる教育を行っていく必要があると

考える。そこで，本研究では 高校生を対象にして

学校現場において育成することがますます重要に

なるであろう「いじめ防止能力」の評価観点につ

いて明らかにすることにした。

方 法

調査対象 東北地方の公立高校に在籍する生徒（

～ 年） 名（男子 名，女子 名）

調査手続 授業時間中，担任によって，以下の調

査内容からなる質問紙を一斉に配布し 回答終了

後，直ちに質問紙を回収する方式で調査を実施し

た。なお，調査実施に当たっては，倫理的配慮の

観点から「答えたくない質問については答えなく

てもよいこと」，「成績に全く関係のないこと」な

ど 調査対象者に予め口頭及び文書で伝えた。

調査内容

フェイスシート

調査対象者の属性（性，学年）について尋ねた。

いじめ防止能力尺度（暫定版）

現職の教職員に対して，「どういった能力を育て

ることがいじめ防止につながるか」と質問し 自由

に回答してもらう方式で収集された 項目から

成るオリジナル尺度である。（ 件法）

いじめ経験尺度

過去 か月以内に「いじめ」と疑われる行為（

項目）をどのくらい受けたか それぞれ 件法（は

い，いいえ）で回答を求めた。

分析手続 デ－タ分析に当たっては 統計パッ

ケージである を用いた。

結果と考察

項目分析 「いじめ防止能力尺度」（暫定版，

項目）の各回答に対して 点から 点（全くあて

はまらないーとてもよくあてはまる）という得点

を与え，各項目得点の平均値及び標準偏差につい

て算出した。その結果，平均値が相対的に最も高

かった項目として「誰かに嫌なことをされている

友達に対して何とか力になってあげたいと思う」

，逆に最も低かった項目として「誰かに嫌

なことをされたら先生に相談する」（ ）が挙げ

られた。

因子分析 「いじめ防止能力尺度」（暫定版，

項目）について，主因子法・プロマックス回転に

よる因子分析を行ったところ， つの因子が抽出

された。すなわち，「感情コントロール因子」（例：

自分の思い通りにならないとイライラすることが

あるー反転項目），「共感・協調性因子」（例：誰と

でも協力して活動することができる）「アサーシ

ョン因子」（例：誰かに嫌なことをされても相手に

止めてとは言えないー反転項目）「規範意識尺度

（例：友達の失敗や間違いを決して笑ったりしな

い）である。今後は，以上の つの観点で 高校生

の「いじめ防止能力」を多面的に評価していくこ

とが望ましいと言える。

いじめ防止能力の得点分布 いじめ防止能力得

点の分布は正規分布に近い形であったので，全体

及び下位尺度ごとに 段階評価基準を策定した。

いじめ防止能力の性差及び学年差 二要因分散

分析（性×学年）の結果，いじめ防止能力の性差

及び学年差は認められなかった。

いじめ防止能力といじめ経験との関係 目的変

数を「いじめ経験」，説明変数を「いじめ防止能力」

として回帰分析を行ったところ，負の回帰直線が

得られた。すなわち，いじめ防止能力が高ければ

高いほど，いじめを受ける経験が減る傾向が明ら

かになった。
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付 記
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止能力の育成に着目して」（研究代表者：藤井義久）

の助成を受けて実施した。


